
○津山工業高等専門学校入学料免除等取扱規程 

 

                                           昭和 51 年３月 17 日 

                                           規 程 第 １ 号 

 

改正 昭和 56 年４月 27 日規程第８号 昭和 61 年３月 20 日規程第２号 

平成元年６月 28 日規程第 10 号  平成 10 年 12 月 15 日規程第８号 

平成 12 年３月 31 日規程第 14 号  平成 13 年３月 30 日規程第 18 号 

平成 15 年１月 28 日規程第３号 令和５年１月 24 日規程第 10 号 

 （趣旨） 

第１条 津山工業高等専門学校学則（昭和 38 年４月１日制定）第 44 条第１項，

第２項の規定に基づく入学料免除及び徴収猶予の取扱いについては，この規程

の定めるところによる。 

 （免除の対象） 

第２条 入学料免除の対象となる者は，本校に入学する者であって，次の各号の

一に該当する特別な事情により入学料の納付が著しく困難であると認められる

者とする。 

(1) 入学前１年以内において，入学する者の学資を主として負担している者（以

下「学資負担者」という。）が死亡し，又は入学する者若しくは学資負担者

が風水害等の災害を受けた場合 

(2) 前号に準ずる場合であって，校長が相当と認める事由がある場合 

 （申請の手続） 

第３条 入学料免除又は徴収猶予の許可を受けようとする者は，入学手続き終了

の日までに別紙様式第１又は別紙様式第２の願書に次の書類を添えて，校長に

申請するものとする。 

(1) 家庭調書（別紙様式第３） 

(2) 所得証明書（別紙様式第４） 

(3) 前条第１号に該当する場合は，その事実を証明できるもの 

(4) その他校長が必要と認める書類 

 （免除の許可） 

第４条 入学料の免除の許可は，前条により受理した本人の申請に基づき，国立

高等専門学校機構理事長の承認を得て校長が行う。 

２ 前項の承認の申請は，本人の申請に基づき，学生生活委員会の議を経て，当



該年度の所定の期日までに，国立高等専門学校機構理事長に対して校長が行う。 

 （免除の額） 

第５条 免除の額は，原則として入学料の全額又は半額とする。 

  （徴収猶予の対象） 

第６条 入学料徴収猶予は，本校に入学する者であって，次の各号の一に該当す

る場合に行うことができる。 

(1) 経済的理由によって納付期限までに納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合 

(2) 入学前１年以内において，学資負担者が死亡し，又は入学する者若しくは

学資負担者が風水害等の災害を受けた場合 

(3) その他やむを得ない事情があると認められる場合 

  （徴収猶予の許可） 

第７条 前条の徴収猶予の許可は，第３条により受理した本人の申請に基づき，

学生生活委員会の議を経て，校長が行う。ただし，入学料免除の申請をした者

については免除の不許可又は半額免除の許可を告知した日から起算して 14 日以

内に徴収猶予の申請を行うことができる。 

 （徴収猶予の期間） 

第８条 入学料の徴収猶予の期間は当該入学に係る年度を超えないものとする。 

  

２ 入学料の免除又は徴収猶予の申請をした者に係る入学料は，免除又は徴収猶

予を許可し，又は不許可とするまでの間，徴収を猶予する。 

  （納付） 

第９条 入学料の免除又は徴収猶予を不許可とされた者及び半額免除の許可をさ

れた者（第７条のただし書きにより徴収猶予の申請をした者を除く。）は，そ

の決定を告知された日から起算して１４日以内に，納付すべき入学料を納付す

るものとする。 

  （死亡等による免除） 

第１０条 入学料免除又は徴収猶予を申請した者が，次の各号の一に該当すると

きは，その者に係る未納の入学料の全額を免除する。 

(1) 第６条又は第８条第２項の規定により徴収を猶予している期間内において，

死亡したことにより学籍を除いた場合 

(2) 前条に定める納付期間内において，死亡したことにより学籍を除いた場合 

(3) 前条に定める納付期間内に納付しないことにより，学籍を有しないことと



なる場合 

      附 則 

 この規定は，昭和 51 年３月 17 日から施行し，昭和 50 年４月１日から適用する。 

   附 則（昭和 56 年４月 27 日規程第８号） 

 この規程は，昭和 56 年４月 27 日から施行し，昭和 54 年４月１日から適用する。 

   附 則（昭和 61 年３月 20 日規程第２号） 

 この規程は，昭和 61 年３月 20 日から施行し，昭和 59 年７月１日から適用する。 

   附 則（平成元年６月 28 日規定第 10 号） 

 この規程は，平成元年６月 28 日から施行し，平成元年１月８日から適用する。 

   附 則（平成 10 年 12 月 15 日規程第８号） 

 この規程は，平成 10 年 12 月 15 日から施行する。 

   附 則（平成 12 年３月 31 日規程第 14 号） 

 この規程は，平成 12 年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 13 年３月 30 日規程第 18 号） 

 この規程は，平成 13 年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 15 年１月 28 日規程第３号） 

 この規程は，平成 15 年１月 28 日から施行する。 

   附 則（令和５年１月 24 日規程第 10 号） 

 この規程は，令和５年１月 24 日から施行する。  

 


